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前稿 ( 山下 (1999)) で，サテライト 勘定の a. その活動が，生産単位の 通常の生産活動の 

必要な場合として ， 4 つのケースをあ げた． 経 一部とされ，経費が 内部費用化されているた 

済 社会において 行われている 特定分野の活動に めに，中枢体系諸勘定では 明示されない 活 

焦点を当てて ，その活動に 関わる経済各部門に 動 ・その例としては ，企業内 ( 組織内 コ教 

おける取引の 状況を表すデータを ，既存の統計 育 ・訓練，企業内排ガス・ 廃液浄化，企業内 

から得ようとすると ，この 4 つのどれかに 該当 廃物・ゴミ処理・ 清掃，自社市場調査，自己 

する事例が出てくる・こうい う ときに中枢体系 勘定中間消費，等をあ げることができる． 

諸勘定のデータは 不十分であ る．そこで当該分 

野の活動を表示することだけを 目的とする，特 

別の統計勘定システムとして ，サテライト 勘定 

が作成されるのであ る．本稿ではこの 4 つの ケ 

一ス 0 具体例をとりあ げ，定型的表現を 与えて， 

それぞれのケースの 意味がよりよく 分かる よ う 

にしたい・表 1 の産業連関表に 示すような経済 

を想定し a, b, c, d の 4 つの事例を順に 取 

り上げて表の 中に書き込み ，経済循環における 

意味を把握した 上でサテライト 勘定で表示しな 

おすことにする． 

ここでは企業内あ るいは組織内の 教育・訓練 

を取り上げ，教育のサテライト 勘定に組み入れ 

ることを考えてみよう．個人企業や 個人農家・ 
漁家を除いて ，ほとんどの 企業・団体・ 機関に 

おいて，はっきり 分かる形で組織内の 教育・訓 

練，再教育が 行われている・ 表 2 では部門 ブは 

ついて示しているが ，他の部門についても 同様 

の表示をするものとする・また 部「 94 を教育部 

門 としている・ 以下，表 2 によって考える ， 

カッコ内に書かれているのが ， 部 「万におけ 

る組織内教育・ 訓練の中間投入 e" 

表 Ⅰ 産業連関表 ( 開放経済 ) 

菩 耳門 1  部門 2                     吾 ト見 9% 
最終 資本 輸出 ( 控除 ) 国 内 

消費 形成 輸入 生産額 

部 門 1 ズ @@ 光 @2                     Ⅹ h Ci Ⅱ Ei 一 Ml Xl 

部 門 2 刀 2l Ⅹ 22                     Ⅹ 2n C2 ん E2 一 M, X2 

部 門 れ Ⅹ 何 ズ "2   エ沖 C" ん E" 一 M" X れ 

付加価値 Vi V2   y" 

  

  

  国内生産額 @  % Ⅹ 2   Ⅹ "   
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(i 二 1,2, .,. , め ，付加価値の 発生 y", および， することであ り， 九 ，は㌔，に等しくなる・ 

これらの投入によって 産出される教育・ 訓練 サ このようにして 推計した組織内教育・ 訓練を ， 

一 ビスの生産額 几 ，であ る．ただし，これらの 数 産業連関表上ではどのように 表せばよ い であ ろ 

値 のすべてが容易に 推計できるわけではない ， ぅか ， 中間投入をゼロとする 簡便形で考える． 

比較的容易に 求められるのは 付加価値であ ろ       まず 九， (=y り )(i 二 1,2,              を対応する部 

たとえ企業内で 行われるとしても ，教育という 門の産出額から 差し引き，これらの 和 y, は ，三 

ものの本来の 性格から，組織内教育・ 訓練も非 Z れ， J チが を，刑部門の 教育部門 " ( 表 2 で 

営利的なものと 見なすことが 許されよ う ．そ う は 部門のの付加価値および 国内生産額に 加算 

すると営業余剰はゼロと 考えることができ ， 結 または併記する．ただし ，教育部門は 主たる 活 

局 ，付加価値は ，担当スタッフと 訓練を受ける 動 として教育・ 訓練活動を行っているのであ る 

社員 ( たとえば新人社員 ) の報酬のみから 成る から，補助・ 付随的活動としての 組織内教育・ 

ことになる．研修を 受ける新入社員の 給与は， 訓練が行われることはない ， と 考える・ 行 部 

教育。 訓練を受けることに 対する報酬あ るいは 門 に関しては，教育部門以外の 各部門において ， 

誘因と解釈する． 組織内教育・ 訓練の額を，民間消費支出と 一般 

これに対して 中間投入部分の 推計は簡単では 政府消費支出から 差し引く．教育部門に 対して 

ない．たとえば 光熱費 ( エネルギー投入額 ) は ， これらが加算または 併記され，民間消費支出と 

どれだけがその 部門の本来の 生産 ( 主たる生産 ) 一般政府消費支出において 消費される ". 表 2 

のためのもので ， どれだけが教育・ 訓練用であ では消費は 1 種類としているので ，良問と政府 

るのか．これに 関するデータの 人手可能性は 小 の 消費に分割する 必要はな い ． 組織内教育・ 

さいと考えられ ， したがって，算出は 便宜的 方 訓練と通常の 教育活動 ( 部門のでは，投入構 

法 によることになろう 1. また，教育・ 訓練用 造 が異なるので ，加算 よ り併記が良 い かもしれ 

の 中間投入の費目と 費用構成比 ( 投入係数 ) は ， な い ． 

主たる生産物のそれとは 著しく異なるはずであ ここで注意すべきは 所得と消費であ る・ ( 組 

る ．そこで，中間投入を 無視するというやり 方 繊肉 ) 教育・訓練サービスによって 生成された 

もあ り得る．これは e 戸 0 ㏄ 二 1,2, ..., めと 付加価値は，その 組織 ( 部門 ) 自身に分配され ， 

表 2  企業内 ( 組織付教育。 訓練 

部門 1        部 目万 ・‥ 吝 ほ門 9  . ‥ 吾 ほ門 れ 
最終 資本 輸出 ( 控除 )  国 内調整国内 

消費 形成 輸入 生産額 生産額 

音ほ 『 号 1 レて l@  ...  ズリ ( ヒレ Ⅰ・     Ⅹ め       ズ l     Cl 一 C ト 7l E@  一 Ml Ⅹ l xl 一 y Ⅱ 

m5  間 2 ズ 2l       工 2@(e2i)  .     Ⅰ 2 Ⅰ       Ⅹ 為 C,i 一 C2,  わ Et  一 %2 X, Ⅹ 2 一 y 柁 

菩は 『 弓 ヴ Ⅹ れ       ズ "  (e." Ⅰ       x り '/q       工り     C 。 +Q,  ん E 。 一 M 。 Ⅹ。 X 。 +  y 。 

部 門 れ Ⅹ n@  ...  りて，   りくピ "/ Ⅰ・     エ Ⅰ り         C,, 一 C,,,  f" E,@  一 M,@ 拍， Ⅹ。 一 X,q 

付加価値 れ Y,(X 力 ・ yv y, 

国内生産額 Xi       Ⅹ ,( Ⅹ ， ,)       Ⅹ。       篤 
部門 ヮは 教育部門とする ， 

調整国内生産額 泊 -y 。 l        沌一 X,       X 。 +y 。 ・ ， ・ 殆 ， 一 y" 
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表 3  ( 組織内教育・ 訓練 ) 生産 / 所得生成勘定 的 ，効果をもっ 活動，経済対象が 存在する． 

申 r@? ぼ費 0  国内生産額 X, しリ 

付加価値 X, 

表 4  ( 組織内教育・ 訓練 ) その他の経常勘定 

消 費 C,  所得 ( 付加価値の分配 ) Y,, 

貯 蓄 X, 一 C, 

いま，あ る特定分野の 活動に関するデータを 

得たりとする．そうすると ，中枢体系では 別 

の名目の活動をしているとされ ，無関係な刑 

部門に所属している 経済単位の中に ，当該 活 

動を行っているものが 存在する． この場合， 

中枢体系のデータは 不完全ということになる． 

具体的な何としてここでは 放送サービスの 生 

産活動を考えてみよう・ 一般のラジオ ，テレ 

表 5  ( 組織内教育・ 訓練 ) 蓄積勘定 
ビジョンの放送は ，わが国の産業連関表 (32 部 

門統合大分類 ) では通信・放送部門となって い 

固定資本形成 *  貯 蓄 X, 一 C, 

金融資産純増 X,-C,  負債純増 ネ 

教育・訓練サービスはすべてその 部門自身に ょ 

って消費される ( 自家消費Ⅰ自己勘定消費 ), と 

考えている．ただ ，組織内教育・ 訓練のサテラ 

る 。 ).  最も細かい 403x519 部門の基本分類表に 

おいては，公共放送 ( 分類コード 7321-01, 

7321-011)  と民間放送 ( 分類コード 7321-02, 

7321-021),  有線放送 (7321-03,7321-031)  に 分 

かれており，産業の 部門であ る 引 ． ( この中で 

放送大学学園は 例外で，学校教育 ( 国公立 ) 部 

門に含まれている 6). これは当然のことであ ろ 
。 Ⅰ 

イト勘定としては ，部門毎に表示するのは 煩隙 

であ るから，各部門の 数値を合計して 通常の教 
育部門の勘定の 上で ， 並べて示す．上の 産業連 

関表による表示でも 部門 ヮに 付加した． 

ふつう部門別勘定の 場合，発生付加価値とそ 

の部門の受取所得とは ，相異なるものであ る． 

サテライト勘定もあ る活動分野についての 一種 

の部門勘定であ るから，生産Ⅰ所得生成勘定の 

付加価値と，その 他の経常勘定の 所得とは，一 
般的には異なる・また ，部門生産物の 消費は， 

一部分，自家消費 ( 自己勘定消費 コを 含んでいる 

ことはあ るが，一般的には 他部門によるそれで 

あ る． 

ノ ． ノ 

ここで取り上げるのは ，放送大学以覚のラジ 

オ・テレビ放送であ る．各放送局のプロバラム 

を見ると，その 一部またはかなりの 部分が教 

育・研究用途で 提供されていると 考えられるも 

のがあ る・ したがって，教育のサテライト 勘定 

においては，これらの 放送のしかるべき 部分を， 

教育サービスの 生産活動と見なす 必要があ ろう． 

それでは放送部門の 中間投入，付加価値， 最 
終 需要のどれだけが ，教育目的のプロバラムに 

対応する部分であ ると考えるべきであ ろうか． 

簡便な方法としては ，教育目的の ，あ るいは教 

養的な番組の 放送時間合計を ，全放送時間合計 

で 除した係数を ，中間投入，付加価値，最終電 

b. 二つ以上の性質を 持つ活動． 

中枢体系においては ，経済対象 ( 財貨・サ 

ービスと資産項目 ), 経済単位，経済フロ 一 

の名称設定と 類別に際して ，首尾一貫性と 整 

合性が要請されるため ，それぞれただ 一つの 

名称と帰属部門 ( 制度部門と産業 ) が与えら 

れる・しかし ，現実には二 つ 以上の性質， 目 

要 ，等の価額それぞれに 乗ずるというやり 方が 

あ る・簡便とはいえ ，データの利用可能性によ 

って，精粗の 度合が違って 来よう・すなわち ， 

番組に関するデータの ，放送局 数 ，地域，期間 

長 ，集計回数，等の 違いによって ，係数の値や 

信頼度が異なってくるであ ろう． 

放送部門の生産額はどのようにして 求められ 

るかを簡単に 書いておこうれ．公共放送の 場合 



50@ (50) 横浜経営研究 第 21 巻 第 1  .  2 号 (2000) 

表 6  放送部門の教育サービス 生産 

            Ⅰ 音 ほ日日 2       音ろ 『 う ん       音 ト早昂 れ，消費 最終 
形成 資本輸出 ( 控除 輸入 ) 。 国生 産 内観 l11. 
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平成 6 年度分 RX ]74 + 平成 7 年度分 RX 3/4 

によって平成 7 年暦年の生産額を 算出する   

また，民間放送の 場合は， ( 放送収入 十 制作収 

入十番組販売収入 - 代理店手数料 ) を「とおいて   

中間消費 ズは 国内生産額 Xek 

付加価値 ye ぬ 

表 8  ( 放送部門の教育サービス 生産 ) その他 

の 経常勘定 

経常税 所得 ( 付加価値の分配 ) ㌦ 

社会負担 ( 支払 ) 営業余剰 

集合的消費 C"k 社会給付 ( 愛聴 ) 

貯 蓄 品 財産所得 ( 受 取締 額 ) 

移転所得 ( 愛敬 純額 )  K, 

平成 6 年度分 TX l/4 七平成 7 年度分 TX 3/4 

を平成 7 年暦年生産額とするのであ る・ 

われわれはいま ，学校教育部門に 入った放送 

大学は除覚し ，通常の ( 公共 ヅ民剛 ラジオ・ 

テレビ放送のみを 考えている．その 中で教育 目 

的に適 う ものの生産額が X" というわけであ る 

が，これの消費は ， 他のプロバラムと 一緒に自 

家 消費されると 見なす． ( 表 8 では集合的消費 

と呼んでいる． ) 上記の式で求められた 生産額 

は，放送部門の 収入 ( 所得 コ でもあ るから，こ 
れと他の収入を 投じて放送サービスを 購入 ( 自 

家 消費 コ するのであ る・このことは 公共放送も 

民間放送も同じであ る・ 

表 9  ( 放送部門の教育サービス 生産 ) 蓄積勘定 

固定資本形成 * 貯 蓄 ぎ 

金融資産純増 ㌔ 一 C,  負債純増 ホ 

枢 体系では消費活動の 一部とされており ，国 

民経済計算統計の 中では，家計最終消費支出 

c. 経済活動ではあ るが生産とみなされてかむ の構成因子であ る． 

い 活動． 

家族の構成員が 子供達に施す 家庭内教育，   

同じく家庭内で 主婦を中心として 家族構成員 

が行う家事サービス ( 炊事，洗濯，掃除，介 
護，医療， 他 ) がその例であ る・これらは 申 

ここでは，家庭内教育を 取り上げる・ 家事サ 
ービスと同様に ，家庭内教育という 行為あ るい 

は活動は，既存の 経済統計の上では ，家計の消 

費活動を形成する 諸数値の中に 隠 憤 れている "   

まず家庭内教育としてどういうものが 考えられ 
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るかであ るが，計算，読み 書きに始まって ， ピ 投入される㏄㎏ 乃 。 ・       ， x" 。 ， ). 現在の国 

アノ，バイオリン ，等の音楽あ るいは楽器の 訓 民 経済計算統計では 最終消費に分類されている 

練 ，運動 ( スポー 、 ソ ), 芸能， 尊 さまざまであ 耐久消費財の 購入の一部が 固定資本形成に 移行 

る ．いずれにせ よ それに際して ，書籍，器材 する (,hhe, h 。 ，， ・     ・ ，んわ ． こうした家言干損 麦 

( テレビ， ビデオ，ステレオ 装置， ラジカセ， 終 消費支出の一部移行によって ，最終消費その 

等の音響・視聴覚機器，ピアノ 等の楽器，パソ ものの価額が 変更される ( 減少 ) (C" c,",, 
コン等の情報処理機器，等の 耐久消費財が 多い )   ， C"h,). 

を 使用することが 多い． 日常生活において 摂取 家庭内教育を 行 う 家族構成員の 付加価値 (%J 
され着用される 食品，衣料品，その 他の日用品 を 加えて，生産額は 沼，となるが ，これはすべ 

ほ ついては，家庭内教育への 貢献を ， 他の生活 て 家計内で自家消費 ( 自己勘定消費 コ される 

活動への寄与分と 区別することは 難しいけれど (C れ 。 ). 

も ，一部分が家庭内教育生産のために 費やされ 生産された家庭内教育サービスはすべて 自家 

ていることは 確かであ る． したがって，これら 消費されるが ，表 10 から分かる よう にその価額 

の 財貨・サービスや 機材の購入を ，家庭内教育 C 力 。 はこの生産からの 所得れ。 を上回る．つまり 

生産のための 中間投入 ( 中間消費 コ あ るいは 固 この活動に関わる 貯蓄はマイナスであ る． し 

定 資本形成と見ることができる． かし，これは 家計部門全体としての 貯蓄が負で 

表 10 は，家庭内教育を 生産と見なして ，独立 あ ることを意味しない．通常の 経済活動に関与 

0 部門を設定した 産業連関表であ る．家計最終 することに よ り，雇用者報酬，財産所得，移転 

消費の一部が 家庭内教育生産の 中間消費として 所得を得ており ，これが家計消費支出を 上回る． 

表 「 0  家 庭 内 教 育 

  部門 1 音日間 2         音 昼月巴れ 

音耳 『 号 1 Ⅹ ll Ⅹ I2             Ⅹ ln 

部 門 2 ぷ 2l ズ 22             丁 2n 

音ト 目号 れ Ⅹ nl 光 n2             ズ伽   

家庭内教育 

付加価値 @  % Y2             Yn 

国内生産額 l xl x2             Ⅹ " 

  
家庭内 : 最終 資本 輸出 ( 控除 ) 

背 教 : 消費 形成 輸入 
  

Ⅹ lhe  @  Cl 庇 Ⅰ 1 ヵⅠ Ei 一 %l 

刀 2 ぬ @  C2% Ⅰ 2 力Ⅰ E2 一 %2 
    
    
  
    
  

ズル @ Cn"he  ん加 En 也 " 
一一一一一一一一し 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 

@  C 鹿 

Yh 鹿 

Ⅹ 鹿 

国 内 

生産額 

Xl 

X2 

Xn   
乃 "( Ⅰ C ㍊ 

表 Ⅱ ( 家庭内教育 ) 生産 / 所得生成勘定 

中間消費 刀庇 国内生産額 沼 ， 

付加価値 れ ， 

表 12  ( 家庭内教育 ) その他の経常勘定 

表 13 ( 家庭内教育 ) 蓄積勘定 

固定資本形成 A,  貯 蓄 She 

金融資産純増 A 凡 ， 負債純増 AZ@ 力， 

消 費 

貯 蓄 

Che 混合所得 h, 

She 
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家計は必要ならば 負債を調達して ，資本形成を が 加算され、 最終需要部門の「村家計民間非常 

行 う ． ゆえに耐久消費財の 購入を固定資本形 

成と呼び換えても ，家計部門としては 蓄積源泉 

の不足を来さないのであ る， 

d. 活動ではあ るが，経済活動とは 見なされて 

いないもの，趣味的活動をその 例として挙げ 

ることができるであ ろう． 

趣味的活動を 表示すると，この 活動が家計 内 

あ るいは生産領域外で 行われることから ， c の 

活動と同じ形になる．ただしこれをサテライト 

勘定で表示しても ，経済循環の 認識のために 意 

味あ る情報を付加するかどうか ，経済政策の 策 

定や効果の判定に 重要な手がかりを 与えるかど 

ぅか ，疑問であ る・こうした 理由で，産業連関 

表とサテライト 勘定に よ る表示は省略した・ 

以上の a,b,c,(d) の活動は，中枢体系諸勘定， 

とくに国民所得勘定体系，産業連関勘定体系に 
おいては，考察対象たる 活動分野の名目では 表 

示されていない 活動であ る・もちろん 中枢体系 

の勘定には，まさにその 活動の名目で 記録され 

ているものもあ り得る． したがって当該活動に 

関するサテライト 勘定には，中枢体系において 

その名目で計上されている 取引あ るいは経済フ 

ローと，上記 a,b,c, Ⅰ d) の 活動とが，含まれる 

ことになる． 

, 王 

1 たとえば，ルル   ，げを巧に乗じたものを 何とす 

る． 。 i はエネルギー 産業の指標とする． ) 

2) わが国の産業連関表 ( 総務庁 他 ( 編 ) (1999)) 
における統合大分類 (32 部門 ) では教育・研究 
部門となっている ， 93 部門の統合中分類では 教 

育部門と研究部門に 分かれる・ 

3) 列 403x 行 519 の基本分類表の 部門で示すならば ， 

「その他の教育訓練機関 ( 国公立 ) ( 分類コー 

ド : 8213-03 、 8213-031) 」「その他の 教育訓練 機 

関 ( 産業 ) ( 分類コード : 8213-04 、 8213-041 Ⅱ 

に対して，各部門の 組織内教育・ 訓練の評価額 
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